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経 済 論 叢(京 都 大 学)第166巻 筆5・6号,2〔,〔X}年11・12月

企業内訓練,調 整 コス ト及び雇用調整(1)

高 畑 雄 嗣

1は じ め に

景気の低迷が長引 く中,現 在の日本の雇用状況も依然 として厳 しさが目立つ。

最近数年間の失業率,失 業期間は上昇傾向にあることが このことを示 している。

だが現在の雇用状況の厳 しさは単に不況に伴 う労働需要の不足に起因するもの

ではなく,労 働者 と企業の間の ミスマ ッチが影響を及ぼ していることは無視で

きない。近年の構造的 ・摩擦的失業率は約2賂 程度で推移 してお り,緩 やかな

がら上昇傾向にある。特に今後の日本経済においては産業構造の変化という点

からもこの点.は留意すべきである。

例えばr雇 用 レポー ト'97!(労 働省職業安定局編[1997」)で も触れている

ように経済のグローバル化は国内企業の海外進出,製 品輸.入の増加等を通 じて,

産業構造の転換を促 し,企 業間 ・産業間の労働移動へとつながるであろう。さ

らには近年の情報通信技術の発達や知識集約型社会への移行は労働者に対 して

新しい技術や知識の獲得を求めるだろう。また失業中のスキル喪失や,労 働力

人1.iの高齢化,若 年層の自発的失業の増加という問題も避けては通れない。

したがって,こ のような今後の経済環境の変化を考慮すると労働者 ・傘業が

どの程度の訓練を行い,生 産性を高めるのかが今まで以上に注目されるように

なり,な おかつ労働者がどの程度の知識 ・技術を身に付けるかが労働移動の際

にも重要な問題となる。当然のことながらこのことは失業率,及 び失業期間に

も影響をもたらすことから政策手段 としても重要であろう。 したがって本稿で

は,企 業 ・労働者が生産性 ショックを考慮 した上で如何 にして訓練の水準を決

亀
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定 す る のか,そ して それ と共 に失 業 率 や 失業 期 間 は どの よ うに変 化 す るの か に

つ い て考 え て い きた い。

企 業,あ るい は労 働 者 が どの よ うに して 人 的資 本へ の投 資 を行 うか につ い て

は今 日 まで 多 くの理 論 的,実 証 的研 究 が な され て きた 。 そ の先 駆 的 な もの と し

て は ま ずBecker[1993]が 挙 げ られ る。 そ れ に よれ ば 企 業 は 労 働 者 の 隼 産 性

を高 め るた め に,一 方労 働 者 は生.産性.ヒ昇 に基 づ く賃 金 の 上昇 を期 待 して訓 練

を行 う。 だ が この モ デ ルで の 訓練 は企 業 特 殊 訓 練 で あ って 一般 訓練 で は な い 。

とい う の も ・般 訓 練 を受 けた 労働 者 は他 企 業 に移 り,そ こで 生 産性 に等 しい賃

金 を得,一 方 転 職 先 の企 業 は コ.ストを負 担 す る こ とな く生 産 性 の 高 い 労働 者 を

雇 用 す る.ことが で き るか らで あ る。 そ れ故 に ベ ッ カー の モ デ ル に おい て は企 業

特 殊訓 練 が 主 とな る。.そ し.て「 般 訓 練 に対 す る投 資 は労 働 者 が 借 入 制 約 下 にあ

り,訓 練 の コ.ストを負 担 で き ない 場 合 には 過 少 にな る.可能 性 が あ り,か つ そ の

た め に 転 職 を行 い に く くな る。

そ の た め,ベ ッカ ー以 降 の研 究 に おい て は企 業 が 一般 訓練 の コス トを負 担 し

て い るか 否 か が 関心 を呼 び,理 論 的,実 証 的研 究 が 行 わ れ た 結 果,企 業 は一 般

訓 練 の コス トを 負担 す る とい うこ とが 示 され て い る。 例 えば 理論 的 な側 面 に お

い てKatzandZiderman[1990]は 潜 在 的 な 雇 用 者 が 他 企 業 で雇 用 され て い る

労 働 者 の 受 け る訓 練 の 量 ・質 に つ い て 充分 な情 報 を持 って い ない 場 合 は そ の訓

練 を受 けた 労 働 者 に対 す る評 価 は 訓練 を行 う企 業 よ りも低 い と して い る。 よ っ

て,も しあ る企 業 が 現 在 雇 用 して い る 労働 者 は他 企 業 に おい て は限 界 生 産 性 に

等 しい 賃 金 が 得 られ ない は ず だ と考 え るな らば 一般 訓 練 の コ ス トの一 部,あ る

い は 全 て を負 担 す る と述 べ て い る。 また,Pichler[1993]は 技 術 進 歩 に重 点 を

置 い た モ デ ル を提 示 して い る。 技 術 革 新 の発 達 が 産 業 に お い て は労 働 者 が 現 在

保 有 して い る知 識 ・技 術 は陳 腐 化 す るス ピー ドが 速 い 。 そ の た め労 働 者 は賃 金

が 相対 的 に低 くと も継 続 的 に訓 練 を受 け る こ との で きる企 業 で の雇 用 を選 択 し,

..一時 的 に賃 金 が高 くて も訓 練 コ ス トを負 担 しな い 企 業 へ の転 職 は行 わ な い と し

て い る 。 こ の と き 労 働 者 が 他 企 業 へ 移 動 しな い 理 由 はAkerlofandYellen
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[1990]の 公 正賃 金 ・努 力 仮 説,あ る い は 既 存 の技 術 も新 技 術 も簡 単 に模 倣 で

き る もの で は な い ので 限 界 生 産 性 に等 しい 賃 金 を提 示 す る新 規 参 入企 業 は存 在

しに くい,と い う仮 定 か ら も説 明 され て い る。 さ らに最 近 の理 論 的研 究 と して

Acemoglu[1997],AcemogluandPischke[1998] ,[1999]が あ る。 彼 らの モ

デ ルで は非 競 争 的 な 労働 市場 を仮 定 して い る。 こ の時 賃 金 が 何 らか の 原 因 で圧

縮 され て い れ ば,つ ま り限 界 生産 性 以..下.の賃 金 で あ れ ば 企 業 は 一 般訓 練 を行 う

コ.ス トを負 担 す る こ とを示 して い る。 つ ま り賃 金 が圧 縮 さ れ るほ ど訓 練 実 施 に

よ る生 産性L昇 の 多 くを得 る こ とが で き るの で企 業 は一 般 訓 練 の コス ト負 担 を

行 うイ ンセ ンテ ィブ を持 つ と して い る。

なぜ 賃 金 が 圧 縮 され るの か につ い.ては彼 らは い くつ か の理 由 を示 唆 して い る。

例 えば 労 働.者の 能 力 につ い て の現 雇 用 者 と潜 在 的 雇用 者 の 間 の情 報 の非 対 称 性

の 存 在,ジ ョブサ ー チ の枠 組 み に おい て は企 業 と労働 者 が 共 に バ ー ゲ ニ ング に

よ る レ ソ トを得 る た め,あ るい は効 率賃 金,最 低 賃 金 の存 在 が 賃 金 圧 縮 の 原 因

と考 え られ て い る。

一 方
,実 証研 究 にお い て.企業 に よる一 般 訓 練 の.コス ト負 担 を 示 して い る もの

と して は.LoewensteinandSpletzer[1998] ,Pischke[1996]等 が あ り.,企 業

が 行 う トレー ニ ン グの多 くは一 般 訓 練 の 特徴 を持 って い る こ とが示 され てい る
。

ま た,OECD[1999]に お い て は この よ うな実 証 結 果 が 示 され る理 由 に つ い て

企 業 特 殊 訓 練 と.般 訓 練 の 補 完 性,あ る い は企 業 特 殊 訓 練 ,一 般 訓 練 共 に双 方

の性 質 を有 して い る こ とを 挙 げ て い る。

企 業 特 殊 訓 練 で あ れ,一 般 訓 練 で あれ 企 業 は労働 者 の 生 産性 を高 め るべ く訓

緯 を行 う。 だ がAcemogluandPischke[1998]等 に も示 され て い る よ う に一

般訓 練 は企 業 が そ の コ ス トを負.損す る場 合 セ も過 小 投 資 に な る 口∫能 性 が あ る1
も

ま.た先述 したように労働者には近年め情報通信技術の発達,知 識集約型社会へ

の移行に対応する訓練が必要とされると考えられる。以上のことを考慮すると

今後は企業 ・労働者が今まで以.トに訓練を充実させ ることので きるような政策

が求められる。そこで本稿では技術進歩に対応す るたやの訓練実施を促進させ,
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かつ産業構造の転換に伴 う労働移動を円滑に進めるためにどのような政策を行

うか,そ してそれらはどのような効果をもたらすかについて も検討 してい く。

ところで労働市場政策は大きく分けて消極的労働市場政策 と積極的労働.市場

政策 とに分類される。前者は被雇用者の雇用を維持 した り,不 当に低い立場に

置かれないようにし,あ るいは失業者に対 しては求職期間中の所得を保障する

ことが主たる目的である。実際に採 られている方法 としては解雇の対象となる

労働者に対する事前の言い渡しゃ第三者(例 えば労働組合や公的な関係機関)

か らの許可,退 職金の支払い,不 当解雇への罰則,一 時雇用 ・定期雇用に関す

る規制,失 業保険の給付等がある。 このように消極的労働市場政策は円滑な雇

用調整を目的とするものではない。またこれ らの政策においてコス トを負担す

る.のは主に企業側と言うことになる。

一方,後 者は税収などを利用 して労働移動,雇 用調整を円滑に進めるべ く企

業 ・.失業者に対する支援を行い,新 たな雇用が生まれやす くする。訓練を通 じ

た労働者の質の向 ヒ,公 的職業紹介機関の機能の充実などを通 じたサーチプロ

.セスの効率化,新 規採用者の賃金支払いへの補助などがその例である。積極的

労働市場政策は労働市場がより効率的に機能することを目的として行われる。

その点で構造的 ・摩擦的失業を解消すべ く労働市場の在り方そのものを直接の

対象とする点で消極的労働市場政策 とは異なるものである。従来,日 本を含め

多 くの国で は消極的労働市場政策が取 られることが殆 どであった。OECD

[1994]に よれば 日本の場合,労 働.市場政策支出の対GDP比.0:1985年 及び

19904に おいては0,5%ほ どで加盟国中景 も低い水準にあ り,な おかつ積極的

労働市場政策への支出はその中のごくわずかな割合しか占めていない。他の加

盟国について叫両様の傾向を示 してお り,む しろ失業率が上昇 した国では消極

的労働市場政策への支出割合の方が大きくなっている。

この消極的労働市場政策は失業者,被 雇用者の生活を保障するものであるが

その一方で失業率及び失業期間を上昇させる効果を持つことが指摘されている。

消極的労働市場政策は主に雇用保護 と失業保険により実施される。雇用保護の.

.一曲
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水 準 の上 昇 は解 雇 コ ス トの 増 加 に等 し くそ の た め に雇 用 喪 失 は減 少 す る もの の

雇 用 創 出 に マ イ ナ.スの 効 果 を もた らす 可 能性 が あ る。 ま た失 業 保 険 の 給付 額 ・

給 付 期 間 の増 加(あ る い は 余 暇 の価 値 の増 加)は 失 業 者 の 求 職 意 欲 を削 ぐ可 能

性 が あ る。 この よ うな 失 業保 険 の もた らす 効 果 につ い て は欧 米 で特 に問題 視 さ

れ て い るが,擂 木[1999]で は 日本 に お い て は失 業 保 険 の 充 実 が 失 業率 の..L昇

や 失 業 の 長期 化 に つ な が りや す い と は言 え ない と指摘 して い る。 一 方,訓 練 に

毫.つ い て は 雇用 保護 が充 実 す れ ば つ ま り長期 の雇 用 関係 が成 立 すれ ば訓 練 に対

.憲 ノ す る投 資 も増 加 す る と.考え られ る。 だ が,一 方 で は イ ンサ イ ダーで あ る被 雇 用

.善 者 の 知識 ・技 術 が 増 す こ と は ア ウ トサ イ ダー で あ る失 業 者 を雇 用 す る必 要 性 を

減 じ,彼 らの失 業 期 間 が 長 くな る とい う効 果 を持 つ 可 能 性 が あ る。 さ ら には雇

用 保 護 の水 準 が 大 き くな る と企 業 の採 用 行 動 は慎 重 に な り,特 に低 学歴,未 熟

練,高 齢 の求 職 者 の就 職機 会 が制 約 を受 け る こ とに な る。

先 進 国 の 中 で も ヨー ロ リパ各 国 は(イ ギ リス を除 く)長.く 消極 的労 働 市 場 政

.さ 策 を重視 して い た が1980年 代 以 降 の失 業 率 の 上 昇 に伴 い,政 策 の もた らす マ.イ

ナ スの効 果 に つ い て注 口が集 ま る よ うに な っ た。 例 え ば,BentolilaandBerto-

la[1990],BentolilaandSaint-Paul[1994]で は解 雇 コ ス トが 労 働 需 要,雇 用

量 に 与 え る 効 果 につ い て 考 察 し て い る 。MortensenandPissarides(1999a] ,

[19996)で は消 極 的 労 働 市 場 政 策 が 失 業 率 に与 え る効 果,及 び 消 極 的 労働 市場

政 策 と積 極 的 労働 市 場 政 策 の組 み 合 わ せ の効 果 が 論 じられ て い る。 日本 に お い

て は先 述 した よ う に労 働 市 場 政 策 へ の 財 政 支 出 そ れ 自体 も失 業 率 も低 い水 準 で

推 移 レて い た た め に ヨー ロ ッパ 各 国 で 問 題 とさ れ て きた よ うな議 論 は少 なか っ

た 。 だ が近 年 は失 業 率 の上 昇,特 に構 造 的 ・摩擦 的 失業 率 の 上昇 や 産 業 構 造 の

変化1音半う券働移動の重要性が論 じられてきたために日本においてもどういつ

だ政策を採るべきかの選択が迫られている。したがって先述 したように本稿で

述べるような政策の選択とその効果についての考察が必要となる。以上のよう

な観点にたって以 ドの議論を進めていく。

まず,次 の第 π節では日本を含めたOECD主 要国の労働市場の現状を概観
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す る。 そ こで は失 業 率 や 失 業 期 間,企 業 内訓 練 の在 り方 に注 目 し,.各 国 毎 に ど

の よ うな違 い が あ るの か 見 て い く。 同様 に 各 国 に おい て ど の よ う な労働 市 場 政

策 が 行 わ れ て い るの か に も注 意 を払 い,後 の節 で 言 及 す る政 策 効 果 の 検 討 の 参

考 とす る。 第 皿節 で は モ デ ル を 紹介 し,そ の特 徴 につ い て 触 れ る。 そ の 際 注 目

す る の は.企業 と労 働 者 の.バー ゲ ニ ング パ ワー,及 び生 産 性 シ ョ ックの 生 じ る確

率 で あ る.こ の2つ の 値 の 変化 が失 業率 や 失 業 期 間,訓 練 に与 え る影響 につ い

日本,ア メ リカ,.ヨ ー ロ ッパ の現 状 を ど う捉 え得 るの か を 考 え る。

第1V節 で は実 際 に労働 市場 政 策 を行 っ た場 合 の政 策 効 果 につ い て検 討 し,今 後

の労 働 市 場 政 策 の 在 り方 に つ い て考 え て い き たい 。 労 働 市 場 政 策 は 消極 的労 働

市 場 政 策 と積 極 的 労働.市場 政 策 を考 え る。 前 者 につ い て は 解 雇 コ.ストの効 果 を,

後 者 につ い て は 訓 練 コ ス トへ の補 助 を取hF.げ る。 第V節 で は 本 稿 の結 果 を概

よ り具 体 的 に積 極 的労 働 市 場 政 策 の実 施 方 法 に つ い て触 れ て い く。

11日 本及び欧米の現状

本 節 で は い くつ か の 実 証 研 究 に よ っ て1980年 代 か ら1990年 代 に か け て の

OECD、 加 盟 国 の労 働 市 場 政 策,失 業 率,失 業 期 間 さ らに企 業 内 訓 練 の在 り方

につ し.・て概 観 し,各 国 別 の差 異 を見 てい く。 これ ら国 別 の違 い は後 の節 で 述 べ

るモ デ ル の パ ラメ ー ター の違 い,あ るい は政 策 上 の違 いか ら生 じる と考 え る こ

とが で きる が 各 国 ご との制 度,経 済 環 境 か ら も影響 を受 け る こ とは言 うまで も

ま ず 失 業 率 及 び 失 業 期 間 につ い て 見 て い く。OECD[1995]に は主 要 国 別 の

失 業 プー ル に はい る確 率 及 び 出 る確 率 が 示 され て い る1〕。 そ れ に よ る と 日本 は

ア メ リカ と比 較 す る と失 業 プー ル に入 る確 率 は低 い もの の,失 業 プ ー ルか ら出

る 確 率 もア メ リ カ よ り低 い(第1表,第2表 参 照)。 な お,こ の.傾向 は 他 の

失業 プールに入る確 率 とは,新 たに失業者 となった者(失 業者 にな って1ヶ 月以内の)の,労

働力人[に 占め る割合である。また失業プールを出る確率 とは,失 業者でな くな った.者(新 たに

失業者 となった者か ら失業者の純増(減)を 引い た数〉 を失業者全体で割った割合である。
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第1表.失 業 プ ー ル に 入 る確 率 第2表 失 業 プー ルを 出 る確 率

1983年

1985年

1993年

1994年

0

3

8

7

4

3

3

3

0

D

O

O

2.59

2.45

2.06

1.73

1983年

1985年

1993年

ユ994年

23.1

16.6

17.1

14,4

34,7

41.4

37,4

37.6

資.料出所=OECD[1995].資 料出所:OECD[1995].

ヨー ロ ッパ諸 国 に も共 通 して い る。

つ ま り日本 は失 業 しに くい が,い った ん失 業 す る と再 就 職 が 難 し く失 業期 間

も長期 化 す る特 徴 を持 っ てい る と言 え る 。 ま た,1980年 代 半 ばか ら1990年 代 半

ば に か け て 日本 で.は失 業 プ ー ルか ら出 る確 率 は低 下 して い るが 失 業 プ ー ル に入

る確 率 は余 り変 化 して お らず,失 業期 間 の増 加 傾 向が 見 て取 れ る。

次 に 労働 者 が 受 け る訓 練 につ い て見 て い く。OECD[1991]で は訓 練 受 講 率

を年 齢 別,職 種 別,技 能 別 な どで提 示 し主 要 国間 で の比 較 を して い る。 だ が,

調 査 対 象 期 間 の違 い な どか ら単純 な比 較 はで きな い。 そ こで 『平 成8年 版 労

働 白書 』(労 働 省[1996])で は 日本 と ア メ リ カ に 関 して 「現在 の 職 に就 い てか

ら の 受 講 率 」 を 比 較 して い る%ま ず 職 種 別 に見 た 場 合 ホ ワ イ トカ ラー,ブ

ル ー カ ラ ー共 に 日本 にお け る訓練 受 講 率 は ア メ リカ よ りも.高い 。 また 日本,ア

メ リカ共 に ホ ワ イ トカ ラー の受 講 率 は ブ ル 』 カ ラー よ りも高 く,ブ ル ー カ ラー

内 で も技 能 労働 者 の 受 講 率 は無 技 能労 働 者 よ り も高 い 。 ホ ワ イ トカ ラー ・高 位

の受 講 率 は 日本 の場 合 約80%,ア メ リカで は約60%で あ る。 ホ ワ イ トカ ラー 」

低 位 の 受 講 率 は そ れ ぞ れ 約70%,約30%と な って い る。 ブル ー カ ラー ・技 能 者

2)労 働 者 の 階 層 につ い てはOECD[1991]と 同 じで あ り,次 の よ うに な って い る。 ア メ リ カの ホ

ワ イ トカ ラー・高 位 とはProfessionalspeciality,ホ ワ イ トカ ラー 低 位 はAdministrativesupport,

iHcludjngclヒ ■ialと して 定 義 さ れ て い る。 ブ ル ー カ ラー ・技 能 労働 者 はPrecisionproduction,

craftandrepair,ブ ル ー カ ラー ・無 技 能 労 働 者 はHan(皿 ㎝,labourers,helpersandequipment

cl聞 肥rsと して 定 義 さ れ て い 翫

日本 の ホ ワ イ トカ ラー は 高 位 と はManagcrsandsupervisqrs,ホ ワ イ トカ ラー 低 位 はC】じriしlal

と定 義 して い る 。 ブ ル ・一カ ラ・一・技 能 労 働 者 はSkilledbluecollarinconstruction,transpo縣 ・

加nandcommunic面 〔m,ブ 」レー カ ラー ・無 技 能 労 働 者 はNQn8pecl免d〔,ther〔bccuμ 邑ti(msと し

て 定 義 さ れ てい る,
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の 受 講 率 は 日本 で は約70%,ア メ リカで は約40%,ブ ル ー カ ラー ・無 技 能 者 の

受 講 率 は.各々 約70%,約15%で あ る。 さ ら に勤続 年 数 別 に見 て も 日本 で の受 講

率 は アメ リカ よ りも高 く,企 業 内訓 練 につ い て の 差 異 が 明確 に表 れ て い る。 勤

続 年 数 が ユ年 未満 の労 働 者 も勤 続 年 数 が10年 以 上 の労 働 者 も 日本 で は訓 練 受 講

.率 は80%近 くあ る 。一 方,ア メ リカ℃ は受 講 率 が 最 も高 い勤 続 年 数 が20年 以 上

の 者 で もそ の値 は30%程 度 で あ る。

OECD[1993]で も勤 続 年 数 に よ る訓 練 の違 い につ い て触 れ,勤 続 年 数 が 長

い ほ ど訓 練 が広 く厚 く行 わ れ てい る こ と を示 し,そ う した 国 の例 と して 日本 を

挙 げ,逆 の例 と して ア メ リカ を挙 げ て い る。 日本 で は 各勤 続 年 数 の 階層 に おい

て70%以 上 の 者 が企 業 に よ る訓 練 を受 けて い るが,ア メ リ カで は受 講 率 が 最 も

高 い 勤 続20年 以 上 の 者 で も26%程 度 の者 しか 訓 練 を受 け て い な い 。 先 の 失 業

プー ル に 入 る確 率 と出 る確 率 も合 わ せ て 考 え る と,こ れ らの事 実 が 示 唆 す る と

ころ は勤 緯 年 数が 長 ζ,転 職 や 解 雇 の 可 能性 が 少 な い ほ ど企 業 は訓 練 コ ス トを

回 収 しや す くな る た め 訓 練 を よ り多 く行 う こ とが で き る とい う こ とで あ る。

よ って 自 己都 合 で あれ,.会 社 都 合 で あ れ何 らか の原 因 で解 雇 ・離 職 の可 能 性 が

高 ま.れば訓 練 の水 準 は ドが る こ と に な り,.よ り多 く.の知 識 ・技 術 の取 得 も行 い

に くくな る 。故 に ア メ リカ にお い て 訓練 の水 準 が低 い の は既 に述 べ た よ うに 日

本 あ る い は ヨー ロ ッパ.各国 に比 べ て 解雇 ・離 職 が 生 じや す い と言 うこ とが 背 景

の 一 つ に あ る と考 え られ る。 また,逆 に 言 え ば政 策 に よ っ て勤 続 年 数 を長 くで

きれ ば訓 練 増 加 の可 能 性 が あ る と言 え る。後 の節 で述 べ る モ デ ルで は本 節 で概

観 した事 実 が どの程 度 説 明 可 能 で あ るか,ま た望 ま しい政 策 の在 り方 につ い て

検 討 す る。

で は,現 在OECD.各 国で は どれ ほ どの 労 働 市 場 政 策 が 実 施 され て い るの か

簡.単に見 て い く。 まず 労働 市場 政 策 の 内,消 極 的労 働 市 場 政 策,そ の 中 で も本

稿 で 考 え る雇 用 保 護 政 策 に つ い て見 て い く。OECD[1999]で は 主 要 各 国 の

様 々 な雇 用 保 護 政 策 を包括 的 に捉 え,そ れ らの大 きさが 指 標 を用 い て 表 され て

い る。 それ に よれ ば 雇 用 保 護 政 策 の水 準 が最 も高 い の は南 ヨー ロ ッパ(ス ペ イ
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ン,ポ ル トガ ル,.イ タ リア等)及 び フ ラ.ンス と ドイ ツで あ る。 逆 に最 も低 い 水

準 に あ る の は ア メ リカ,イ ギ リス等 で あ り,日 本 は そ れ らの 問 に あ る。 また,

OECD[1994],Bertola[1990】 で もほ ぼ 同様 の傾 向 を確 認 す る こ とが で きる.。

つ ま り大 陸 ヨー.ロ ッパ諸 国 は雇 用 保 護 に重 点 を置 き,ア ン グ ロ サ ク ソ ン系 の

国 々 で は あ ま り重 要 視 され てい ない と言 え る。 日本 は それ らの 間 に あ る もの の,

大 陸 ヨー ロ ッパ と比 較 す る とそ の程 度 は低 い と言 え る。

次 に積 極 的労 働 市 場 政 策 につ い て見 て い くが,先 に触 れ た よ うに 日本 を含 め

た 各 国 に お い て,労 働 市場 政 策 支 出 全体 に 占 め る積 極 的 労働 市場 政 策 の割 合 は

大 き くな い。 だ が そ の 支 出 額 は増 加 傾 向 に あ る。 この こ と は1980年 代 以 降,労

働 市 場 の構 造 的 問 題 を克服 せ ね ば な らな い と広 く認 識 さ.れる よ うに な った結 果

だ ろ う。 積 極 的労 働 市 場 政 策 の内 容 に つ い て も う少 し詳 し く見 て い く と ヨー

ロ ッパ 諸 国,あ るい は ア.メリカ と比 較 す る と 日本 は積 極 的労 働 市 場 政 策 へ の支

出額 全 体 に 占め る訓練 へ の補 助 の割 合 が小 さい が,雇 用 補 助 へ の割 合 はや や 高

く,労 働 者 に対 す る訓 練 実 施 の支 援 とい う観 点 は や や 薄 い よ うで あ る。 これ は

日本 企 業 は従 来 か ら企 業 内訓 練 が 盛 ん に行 わ れ て 来 たか らか も しれ な い。 そ こ.

で 後 の 節 で は 訓練 に対 す る補 助 を充 実 させ た場 合 を想 定 し,上 で 述 べ た失 業 や

訓練 の在 り方 が雇 用 保 護 政 策 と訓 練 コ ス トへ の補 助 とい う2つ の 政 策 の 採 用 に

よ って どの よ うな影 響 を持 つ か 検 討 して い く。

IIIモ デ ル

,

本 節 で は モ デ ルの 導 入 及 び そ の 特 徴 につ い て 述 べ る。 基 本 とな る モ デ ル は

Pissarides[1990]等 の サ ー チ とマ ッチ ン グの モ デ ルで あ る%さ ら に,解 雇 に

際 して は解 雇 コ ス トを必 要 と し,訓 練 コ ス トは最 初 の 期 に一 括 して 負 担 さ れ る

と仮 定 す る。 賃 金 はナ ッシ ュの交 渉 解 の形 で 与 え られ,後 に ジ ョブマ ッチ に対

3)サ ー チ とマ ッチ ング の モ デ ル を応 用 して失 業,.人 的 資 本 へ の投 資,政 策 効 果 を論 じた も のの 例

と して 他 に もChangandWa㎎[1995ユ,HoganandRagan[1948],MQ庶ns旧 踊ndPi蜘ride5

[1994]、[1999a],[19996]等 が あ るQ
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す る生 産性 シ ョ ックが あ る こ とを考 慮 しつ つ 再 び 賃 金 交 渉 を行 う。 こ の場 合,

当初 の賃 金 に訓 練 の実 施 と解 雇 コス トが 存 在 す る分 だ け小 さ くな る が,こ の賃

金 を あ る期 間 の 間 受 け,そ の 後 に再 び 賃 金 女 渉 を 行 う契 約 を考 え る。 そ して

MortensenandPissarides[1999a],[1999b]と 同様 に この 時 の 賃 金 が それ 以 降

は維 持 され る と仮定 す る。 この再 交 渉 後 の 賃 金 は後 で 見 る よ うに 解 雇 コス トが.

存 在 す る分 だ け上 昇 す る。

ま た,労 働 人口 は一定 と し,企 業 は未 充 足 の 職 の 価 値 が ゼ ロに な るま で 職 を

提 供 し続 け る。 つ ま り企 業 が 自由 に労 働 市 場 に参 加 して 職 を作 る こ とが で きる

とす る と,そ の.未充 足 の 職 の価 値 が正 の場 合 は よ り多 くの 職 を作 るべ きで あ り

逆 に負 の価 値 で あ れ ば 未 充足 の職 を減 らす こ とに な る。 よ って 均 衡 で は未 充 足

の職 め価 値 が ゼ ロ に な る。

な お,労 働 者 が 職 に就 く確 率,企 業 が労 働 者 を雇 用 す る確 率,生 産 性 シ ョ ッ

クが 生 じる確 率 は それ ぞ れ ポ ア ソ ン過 程 に従 う と仮 定 す る。

1モ デルのセ ッ トア ップ

ま ず,労 働.市場 に お け る ジ ョブサ ーチ を描 写 す る方法 と して マ ッチ ン グ関 数

を定 義 す る。労 働 市 場 に お い て労 働 者 は職 を探 し,企 業 は労 働 者 を求 めて い る。

そ の結 果 新 た に生 み 出 され る 職 の 組 み 合 わ せ を 蝋 麗,の とい う 関数 で 表 す 。

こ こで 鋸 お よび"は そ れ ぞ れ 失 業 率 と職 の 未 充 足 率 で あ る 。 さ らに マ ッチ ン

グ関 数 は 凹 の増 加 関数 で あ り,な おか つ1次 同次 関 数 とす る。

また,こ こで考 え る経 済 は ジ ョブ マ ッチ に対 す る生 産性 シ ョ ックを伴 う もの

で あ る とす る。 この.ショ ッ クは従 来 の生 産 形 態,訓 練 内容,.社 内組 織 の在 り方

等 に影 響 を与 え,生 産性 の維 持 ・上 昇 の た め には そ れ らへ の対 応 を必 要 とす る

もの で あ る。 シ ョ ック は単 位 時 間 当 た り δの 確 率 で 訪 れ,そ の シ ョ ッ.クの 大.

き さ 皿 は θ(r)と い う分 布 関数 に 従 う と し,な お か つ 以前 実 現 した 値 と は独

立 で あ る と仮 定 す る。 ま た,こ の 分 布 関 数 が サ ポ ー トす る範 囲 は 躍∈[0,1]

と仮 定 す る。 この 生 産性 シ ョッ クが 生 じた場 合 シ ョ ックの大 き さが あ る水 準 以
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下 だ とそ の 時点 で 雇 用 して い る労働 者 を解 雇 す る もの とす る。

次 に先 ほ どの マ ッチ ング関 数 か ら,単 位 時 間 当 た りの 労 働 者 に と って 職 が 見

つ か る確 率 と企 業 が 労働 者 を得 て 未充 足 の職 を埋 め る確 率 を定 義 す る。 ま ず.前

者 は

λ=卿(π ・の

で あ り,一 方,後 者 は

.彫(麗,のμ=

とす る。 な おか つ マ ッチ ング関 数 は1次 同次 関数 で あ る こ とか ら

耀(u,v)m(1,θ)λμξ

ひ θ 万

と表 す こ とが で きる 。 こ こで θ=卿 で あ る 。

(1)

(2)

(3)

次 に生 産 関数,訓 練 コス トにつ い て 簡 単 に触 れ る。 生 産 関 数 は訓 練(一 一般 訓

練 を 含 む 〉 τの増 加 関 数 か つ 凹 関 数 と定 義 し,∫(τ)で 表 す 。 生 産 要 素 と して 資

本 ス トック は 簡単 化 の た め省 略 す る。 また,∫'(τ)>0と す る。 訓 練 コ ス トも τ

の増 加 関 数 で あ り,C(τ)と 表 し,c'(τ)>0か つC"(τ)>0で あ る 凸 関数 とす

る。 さ ら にC'(0)=C(0)三 〇 か つ1im帥C♂(τ)=。 。 とす る。 な お 賃 金 関 数 は τ

の 増 加 関 数 とす る。

また,企 業 は未 充 足 の職 を埋 め るた め には それ に適 した労 働 者 を労 働 市 場 に

お い て探 さ な くて は い け な い が,そ の た め の 単 位 時 間 当 た りの募 集 コ ス トを

の と置 き一 定 とす る。 さ ら に,企 業 は 労 働 者 を解 雇 す る際 に解 雇 コ ス トと し

て労 働 者1人 当 た り一 定 のrを 負 担 す る と仮 定 す る。 但 し,こ のrは 企 業 か

ら解 雇 され る労 働 者 へ の所 得 移 転,つ ま り退 職 金 支 払 い等 で は な い4;7'は 雇 用

保 護 政 策 に よ って解 雇 時 に課 され る もの,あ るい は そ の他 解 雇 に伴 うコ ス トと

して 定義 さ れ る。

4)Morten5en皿dPissarides[1999a1に よ る と退 職 金 支 払 い の効 果 は 賃 金 交 渉 の過 程 で 労 働 者 が

あ らか じめ 低 い 賃 金 を受 け.入 れ る こ とで 相 殺 され る。
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一 方
,労 働 者 が失 業状 態 に あ る と きは賃 金 は得 られ な い もの の,余 暇 の価 値

を得 る。 あ る、・は失 業 期 間 中 に得 られ る生 活 保 護,他 の 世帯 員 の所 得,自 営 業

を行 う こ とに よ る所 得,預 貯 金 等 か ら職 探 しの コ ス トを引 い た もの と して ぬ

を得 る もの とす る。

さ ら に,MortensenandPissarides[1999a】,[1999b]等 と 同 じ く本 稿 で は

on-the-job-searchは 考 慮 しな いモ デ ル とす る。 また 同様 に労 働 者 が いか に して

賃 金 を消 費 と貯 蓄 に振 り分 け るか につ い て の考 察 もこ こで は 簡 単化 の た め に省

略 す る。 以 上 の 条件 の 下 で次 で は モ デ ル を展 開 して い きた い 。

2モ デルの展開

生 産 性 シ ョ ックが 生 じる前 の状 態 を0と い う添 字 で 表 す 。 企 業 が 労 働 者 を

雇 用 す る こ とに よ って 得 られ る 将 来 にわ た っ て の 利 益 の現 在 価 値 を 怖o・と置

くと,

・怖　 π・)一・・(・)・・[鳥 玲(・ ・)・㈹ 一蜘 ・一祠(・)

と表 され る。RFは 労 働 者 を解 雇 す るか 否 か リザ ベ ー シ ョン とな る シ ョ ックの

大 きさ を表 す 。 ま た,労 働 者 が 雇 用 され る こ とか ら得 る将 来 にわ た って の 効 用

の 現在 価 値 をVEOと 置 く と

・臨 　 (の・・[瓜 聡岡 ・・ゆ)・ σ(・覗 一祠(・)

と表される。上の2式 において 怖(の は企業 にとって生産性ショックが生 じ

た後 も労働者を雇用 し続けることの価値であ り,セ』(のは労働者にとって生産

性 ショックが生 じた後も雇用され続けることの価値である。砺 は失業 した場

合に得 られる利益の現在価値である。つまり,失 業者は求職期間中に余暇の価

値あるいは賃金以外からの収人を得ると共に,新 たな職に就 くことによって将

来は賃金を得る。これらから得る効用の現在価値が%で ある。

上の(4)式 の意味について考える。企業が労働者を雇用することから得る利

一
.

i
.

】

」

毫

」
τ
雪

ヨ

南

馬
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益 と同 じ価 値 を 生 む 資 産 が あ る と想 定 す る。 そ の 配 当 は ∫(τ)一婦 τ)で あ る。

次 に キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン(も し くは キ ャ ピタ ル ロ ス)に つ い て 考 え る。 生 産 性

シ ョ ックの 大 きさがRF以 上 な ら雇用 関係 が 維持 さ れ るた め に そ の資 産 の価 値

は(4)式 右 辺 の 括 弧 内 の 第1項 で あ る。 生 産性 シ ョ ックの 大 きさ がRF以 下 な

ら解 雇 す るた め に 解 雇 コ ス ト τ を負 担 し,右 辺 の括 弧 内 第2項 と して 表 され

る。 そ して 生 産 性 シ ョ ッ クが 無 け れ ば 怖。 とい う価 値 を得 て,括 弧 内 第3項

と して 表 さ れ る 。生 産 性 シ ョ ックが 生 じた と きの資 産価 値 の期 待 値 ,つ ま り右

辺 括 弧1.勺の 第1項 と第2項 の利,と 第3項 の 差 は シ ョ ックが 確 率 δで 生 じた

と きに発 生 し,そ れ が キ ャ ピ タル ゲ イ ン(も し くは キ ャ ピ タル ロ ス)で あ る。

そ し.て配 当 とキ ャピ タ ル ゲ イ ン(も し くは キ ャ ピ タル ロ ス)の 和 が 資 産 の収 益

と等 し くな って い る。 これ は他 の式 につ い て も同様 の解釈 が 成 り立 つ 。

ま た,当 初 の 契 約 後 に 決 ま る生 産 性 シ ョ ック を考慮 した 賃 金 交 渉 の結 果 決 定

され る賃 金 を 以 τ,∬)と す る と

翫 ・)一ガ(・)一(切 ・・1盛
。協(ぼ)・ ・(・)

一隅)T一 怖(切]
(6)

及 び,

・砺(切 一・(u)+ゐ[熊 蜂(σ)dG(の

・蜘 玲一駈 ・)](・)

が 成 り立 つ 。 同様 に して%は

7骸1=ぬ 十λ[VEO-vl〔8)

と表 され る。 また,企 業 が 新 た に職 を作 り労 働 者 を 募 集 す る こ とか ら得 られ る

利益 の 現 在価 値 を 佐 とす る。 そ して訓 練 は最 初 の契 約 時 に一一拝 して行 わ れ る

とす る と,

rVv=一CF十 μL怖o一 レニr-C(τ)1=0(9)
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と表 され る。 な お,吟 は 白山参 入条 件 に よ っ てW=0が 成 り立 つ 。

次 に賃 金 交 渉 につ い て見 て い く。 まず,企 業 と労 働 者 が 労働 市 場 で 最初 に互

い に マ ッチ した場 合 は 労 働 者 の バ ー ゲ ニ ング パ ワー を β(0〈 β〈1),企 業 の

バ ー ゲ ニ ングパ ワー を1一 β とす る と,

躍。=argmax[掩 。哩 。]β[怖。一レゾC(τ)]'一e(10)

に よ って決 定 され る。 労 働 者 に とっ て交 渉成 立 か ら得 る利 得 は 砺 。,交 渉 が不

成 立 の時 の利 益,い わ ば ア ウ トサ イ ドオ.プシ ョ ンは 玲 で あ る。 同様 に 企 業 に

と って前 者 はVFO-C(τ),後 者 はVvと な って い る。

w,(r)=W(τ)一 δτ」一β(7+西)C(τ)+(1一 β)7yσ(11)

とな る。 この よ うに決 定 され る賃 金 は訓 練 コ ス トが 含 まれ て い る分 だ け小 さ く

な って お り,当 初 は低 い 賃 金 を得 る とい う形で 訓 練 コス トを負 担 して い.る。

先 に述 べ た よ うに生 産 性 シ ョ ック を考 慮 しつ つ 再 び賃 金 交 渉 が 行 わ れ るの で,

先 と同様 に ナ ッシ ュ ・バ ー ゲ ニ ング に よ って

砂(・,.・)一argm・x[玲 ω 一 蹉。】β[VAT)一 γ.+丹一 β(12)

とな る。 こ こで は訓 練 コ ス トはサ ンク コ.ストにな って い る ので 考 慮 され ない 。

また,企 業 に と って は交 渉 が 失 敗 に終 わ った と き得 られ る利 得 は解 雇 コ ス トの

支 払 い,つ ま りTで あ る 。結 果,賃 金 関数 は

躍(z,x)三 βrが(τ)+ア η+(1一 β)γレ箸(13)

とな る。 この賃 金 は既 に訓 練 コ ス トに は左 右 され な い もの の,解 雇 コス トが 存

在 す る分 だ け 上昇 す る。

と こ ろで,企 業 は労 働 者 を解 雇 す る 際 に解 雇 コス トTを 負 担 しな くて はい

け ない と仮 定 した 。 そ れ故 に,シ ョ ックの水 準 が1～Fの と きは労 働 者 を解 雇 す

る こ と と雇 用 し続 け る こ とは 同 じ価 値 を 持 つ の でjobdestructi⑪nconditionと

して 次 式 が 成 り立 つ。

照 τ,1～。)=一 τ.(14)

また,(6)式 に賃 金 関数 で あ る(ユ3)式 を代 入 す る と,

(プ+b)VF(τ,灘 〉=(1一 β〉【が(τ)一rVノ]一 βγア

{

i
{
1

..

一..」酌_.h.一解.・一
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・・【誌 怖(ぼ)・ 鵬一G(・ ・)矧(15)

と な り 置 で 微 分 す る と,(叶 の レ'F(τ,」)=(1一 β)f(r)か つ,怖(τ,1ぞF)-一 τ

な の で'

聴 ・)一(1ラ 響 τ)(・一R・)一 丁(16)

を導 き 出せ る51。 さ ら に(14)式,(15)式,(16)式 か ら次 式 を導 出 す る こ とが で

き る。

俸 ・げ(・)…+鷺 盛
。(・一・・)・・②(・7)

こ こで 右 辺 の第 工項 は リザ ベ ー シ ョン水 準 の シ ョ ッ クにお け る生 産 性 で あ る。

ま た右 辺 第2項 は解 雇 しな か った 場 合 は解 雇 コ ス トTを 負 担 せ ず にす み,そ

の こ とに よ る リター ンを得 る こ とを意 味 す る。 右 辺 の 第3項 は 雇 用 関係 を維 持

し続 け る こ とか ら得 られ る生 産 性 で あ り,い わ ば 雇 用 維 持 の オ プ シ ョ ン バ

リュー で あ る。 こ.の(17)式 は雇 用 関 係 を稚 持 す る こ とか ら得 る 右辺3項 の和 は,

そ の機 会 費用 で あ る左 辺 に等 レい こ とを 示 して い る 。 ま た この式 は先 に述 べ た

jobdestructioncondition.か ら得 られ た もの で あ る。

次 に,失 業 状 態 の 価 値Vvに つ い て は(8)式,(9)式,(10)式 よ り,

・玲 一 勘+(
、重苦)歪・・ 〔・8)

を得 る。 先 の(17>式 と この(18)式 を見 る と,(17)式 の 右 辺 で あ る雇 用 維 持 か ら

得 る利 益 のパ ラメ ー ター に よ る増 加 は他 を一 定 と した場 合,ル 傾=四 ん=θ)の

上 昇,あ る い は1～Fや τ の 下 落 を 意 味 す る。 ま た 逆 に(17)式 左 辺 ,つ ま り

(18)式 の増 加 は雇 用 維 持 の機 会 費 用 が 増 加 す る こ とで あ り,雇 用 契 約 解 消 の.イ

ンセ ンテ ィブ を もた らす た め に1～Fは 上 昇 ,あ るい は雇 用 の 維持 か ら よ り多 く

の利 益 を生.じさせ る こ とで雇 用 を継 続 さ せ るた め に訓 練 τの 増 加 が 生 じる。

も し くは θが..ドが る。

ま た,.自 由 参 入 条件 で あ るvv=0と(9)式,(10)式,(12)式,(16)式 か ら

5〕 怖 ω はLu・ …ndS・ 。key[1989]p .54よ り一 意 に決 ま る.
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髪 一 ・・一の[1-R,.r+b]六 ・)一(・ 一s)[・(。 ・ η(・9)

を得 る。 これ は 怖=oと い う条件 の 下 導 か れ る が,あ る職 と労 働 者 の 組 み 合

わ せ が 成 立 す る と き は この 条 件 が 満 た さ れ て お り,jobcreationconditionと

言 え る。 よ って 上 式 はjobcreationconditionを 表 した もの と言 え る
。 ま た,

この 式 は 求 人 の た め の募 集 費で あ る左 辺 は雇用 す る こ とか ら企 業 力1得る利益 で

あ る右 辺 に等 しい こ と を意 味 す る。 よ って右 辺 ,つ ま り企 業 が 得 る利益 が パ ラ

メー ター に よっ て大 き くな乳 ば 他 を一 定 と した場 合
,μ の定 義 か ら θ(=傭)が

大 き くな る。 あ るい はRFの 上 昇 につ なが る。 逆 に左 辺 の募 集 費 が 増 加 す れ ば

あ.る労 働 者 を解 雇 して も将 来 他 の 労働 者 を雇 用 す る に は多 くの コ ス トが か か る

た め に,解 雇 を控 え る よ う に な りRFは 小 さ くな りか つ 長期 の雇 用 は訓 練 τ

の水 準 も増 加 させ る だ ろ う。 さ らに は新 た な職 を作 ら な くな る の で θ の下 落

を招 く。

と ころで,以 上 で は訓 練 コ示 トを 考慮 して は い たが ,.実 際 に どの 水 準 の 訓 練

を行 うか は明 示 的 に考 え な か った 。 そ こで ,訓 練 コ ス トを負 担 す る企 業 及 び労

働 者 そ れ ぞ れ の 当 初 の契 約 時点 で の効 用 最 大 化 問 題 を 通 じて この こ とを考 え て

い く。

企 業 が 賃 金 交 渉 の結 果 得 られ る ネ ッ トの利 益 は 聾 。一C(τ)一 レレで あ る
。 し

たが っ て これ を最 大 化 す る よ うな τを 求 め る。..・方,労 働 者 が 得 る ネ ッ トの

利益 は 玲。一 輪 で あ り,同 様 に これ を最 大化 す る τ を求 め る。企 業 に と って,

利 潤 最 大 化 の一.一階 の条 件 は

(・一β・[1訓 ・ … 一(・一s・α(・) (2⑪)

で あ り,労 働 者 に とって の 一階 の 条 件 は

β['癖傷Fレ ② 一βσ(・)

である。0くβ〈1な ので一階の条件は共に

[1-RFr+b]∫'(・)=C・(⇒

(21)

(22)
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とな る。 上 の(20)式,(21)式 は それ ぞれ バ ー ゲ ニ ングパ ワー に基 づ い て 自 らが

得 る限 界 生 産 性 が 同様 にバ ー ゲ ニ ング パ ワー に基 づ く限 界 費用 の負 担 と等 し く

な る こ と を示 して い る 。 とい うの も,賃 金 交 渉 の段 階 で 労働 者 と企 業 は各 々の

バ ー ゲ ニ ン グパ ワー に 基づ い て生 産 性 の 一 部 を得 て,な お かつ 訓 練 コス トを負

担 す る。.よって,各 々 の受 益 と負 担 の比 率 の み が異 な るだ けで 最 適 な訓 練 の 水

準 は 同 じ にな って い る。 ヒの式 に即 して 言 え ば,雇 用 契 約 が 結 ば れ た と きの 生

産性 は

[1誘 『π・)(・ ・)

で あ り,こ の うち1-sを 企 業 が 得 て,β を労 働 者 が 得 る。 こ の2つ の 限 界 生

産性 が そ れ ぞ れ(20)式,(21)式 の左 辺 で あ る。 ・方,訓 練 コ ス トも企 業 が1一

β だ け負 担 し,労 働 者 が β だ け負 担 す る。 この2者 の 限 界 的 な訓 練 コ ス トが

それ ぞ れ(20)式,(21)式 の右 辺 で あ り,限 界 生 産 性 と限 界 費 用 が 等 し くな って

い る。 な お,こ の こ とは企 業 と労 働 者 の利 益 の 和 を 最:大化 す るた め の 一 階 の条

.件 は2者 の 限界 生産 性 の和 と限界 費 用 の和 が 等 し くな る こ とで あ りそ れ は(22)

式 と して 表 され る こ と,及 び これ を 満 た す τは パ レー ト最 適 な訓 練 で あ る こ

と も意 味 す る。

一 階 の 条件 につ い て
,左 辺 が パ ラ メ}タ ー の変 化 に よ って増 加 した場 合 は τ

の増 加,あ るい はRFの 増 加 につ なが る。 逆 に右 辺 の 増 加 は τあ るい はRFの

減 少 につ なが る。

最 後 に失 業 率 を表 す 式 を導 出 す る。 この モ デ ルで の失 業 率 は

露玉 う(1一μ)G(1ヒF)一〃2(%,θ)(24)

で 推 移 して い く。 よ って,θ=v/u,λ=柳(1,θ)で あ る こ と を考慮 す る と定 常状

態 にお い て 失 業 率 は

∂θ(押・)(25)
%=

かαRF)十 λ

と な る 。
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こ の モ デ ル の 均 衡 は 〔17)式,(18)式,(19)式,及 び(22)式 か ら τ,RF,θ

(あ る い は λ)の 組 み 合 わ せ と して 導 き 出 さ れ る。 以 下 で は 簡 単 な 数 値 例 に

よ っ て考 察 を行 い た い5㌔
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